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四。おわりに
―‐。 は し め :こ
日本における航空機産業は,第一次大戦後に
外国技術を導入し,陸海軍に主導されて発展し
てきた叱 同産業は,1930年代以降,拡大の一
途を辿ることとなる。本稿では,1930年代以降
における航空機産業の発展過程を三菱財閥の
ケースに焦点をあてて検討する乳 なお,1930
年代以降の三菱財閥における航空機部門は,
1928(昭和3)年に,三菱内燃機株式会社を改
称した三菱航空機株式会社(名古屋製作所),そ
して,1934(昭和9)年に成立した三菱重工業
株式会社名古屋航空機製作所と変化するが,こ
こでは,以下,三菱と表記する。
1930年代以降における日本の航空機産業に
ついては,次の評価があった。
「侵入に対して悩まされることのなかった
[アメリカの]軍当局は,戦闘機ではなく
長距離爆撃機と水雷飛行艇を調達した。こ
れらの三タイプの航空機はアメリカの海外
輸出の大半を占めた。重要なことは,第二
次世界大戦開始期において,最高の戦闘機
は,イギリス, ドイツ,そして日本のそれ
でぁった」(3ゝ
アメリカの航空機産業に関する評価との関連で
はあるが, 日本の航空機産業にあっては,戦時
下,戦闘機の生産において国際的に際だってい
たとされる。
さらに, 日本における航空機産業については
研究史上,次の様に指摘されている。
「生産技術の世界水準への到達はまず機
体,ついで発動機の順になされ,その技術
上の完全自立は上海事変を契機とする競争
試作政策再開三年目の二五年,質的な世界
水準到達は三七年であった。その中で三菱
が果たした役割は大きい」t
とすれは 1930年代は日本航空機産業における
技術的な自立の画期であり,それを代表するの
が三菱であった。そして,三菱における航空機
開発の世界水準を表徴するのが,零式艦上戦闘
機であった。歴史的には,第一次大戦以降,発
展の緒についた航空機産業が,当初,外国技術,
そして外国人技術者 。設計者に依存することが
決定的であった段階から,戦時経済の過程で技
術的なキャッチアップを達成するに至る。その
過程については,必ずしも個別企業における航
空機に関する研究開発と生産の変化に即して検
討されている訳ではなく,特に,そこでの研究
開発と外国技術の導入との関連については明ら
かにされてはいない。これまでの研究史におい
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ても,1930年代以降の航空機メーカーにおける
技術蓄積については外国技術の導入との関連で
は間われることがなかった様に思われる。
さらに,航空機産業については,近年, 日本
的生産システムの原点として,戦時下における
生産の実態と,そこで範をとったと考えられる
アメリカ的な生産システムたるフォード・シス
テムの受容の過程に関して,究明が著しく進展
してきた(5ヽそこでの一つの結論は,アメリカ的
な生産システムの定着は困難であり,半流れ作
業たる前進作業方式として定着したとされてい
る(6、ここでは,その問題の判断のために,代表
的な航空機メーカーであった三菱における前進
作業方式の導入の経緯とその推移について検討
する。というのも,技術導入による研究開発は,
新たな生産システムの構築に及ぶことによっ
て,歴史段階的な特質を得ると考えられるから
である。研究開発と生産システムとした所以で
ある。結論的には,官民挙げての徹底的なアメ
リカ,およびドイツからの技術情報の収集を前
提とした航空機の開発・設計の結果,上から強
力的に新たな生産システムが協力工場を巻き込
んで喰1出されていく。いわは 軍事的な所産と
しての戦時下における生産システムの形成過程
を明らかにしたい。更に言えば,その生産シス
テムはドイッからの技術導入にともなう生産シ
ステムとして構築が志向されたが,戦時体制特
有の事情から日本的な外注下請システムとして
展開したことを明らかにしたい。
二.研究開発と技術導入-1930年代一
1930年代における航空機産業の研究開発を
大きく変えることになったのは,よく知られて
いる様に陸海軍の要請であった。つまり,「大正
の末期から昭和の始めにかけて」「国防上航空機
工業の独立が強調せられ 新制式機は国産設計
を必須条件として各社の試作機を審査の上採用
されることとなった」ことである(7ヽ その際に,
三菱は,三菱内燃機製造株式会社の設立以来,
製造してきた艦上戦闘機などの受注を獲得する
には至らず,1934年度には「他社の設計に関わ
る練習機を製作して辛うして工場を維持する悲
況に陥った」とある(8tというのも,三菱は艦上
戦闘機の競争試作において,1927(昭和2)年
と1932(昭和7)年に敗北したためであった。
しかし,その後,「海軍の指名によって単独試作
した」1934(昭和9)の八試中型攻撃機,およ
び1935(昭和 10)年の九試艦上戦間機は低翼単
葉の全金属製機として,以後の開発機種の技術
的な枠組みの基礎となる(9ヽ この技術的な蓄積
の上に開発されたのが,1936(昭和 11)年,「陸
軍の指名によって試作に成功した高速連絡機」
の97式司令部偵察機であり,それは,後,100
式司令部偵察機に結果する。
全金属製機開発の出発点となる八試中型攻撃
機は, ドイツ・ユンカース社およびイギリス・
プラックパーン社の技術を取り入れ,自社技術
とともに,設計を進めたものであった(1°ゝ
発動機については,当初から,イスパノスイ
ザ社の製造権を購入して設計していたが,いず
れも,水冷式であった。このため,海軍,陸軍
における空冷式の大馬カエンシンの競争試作に
対して,所期のものは開発できなかったことか
ら,1934(昭和9)年,プラット社のエンシン
の製造権を購入して開発したのが,1936(昭和
11)年から製造を開始した金星3型であった。
その後,イスパノ,プラット,ライト,アー ム
ストロング等の長所をとりいれ「世界に前例の
ないポールベアリング発動機」として海軍向け
に開発し,1937(昭和 12)年から製造を開始し
たのが,金星40型であった。金星 40型の完成
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は発動機の「技術的独立」を果たすものであっ
た(11ヽ
三菱においては,1930年代に「発動機・機体
の両面にわたり研究用として引続き製作権の契
約,或は完成機 。附属機器・部品等購入の必要
は残されて」いたことから,従来通り,三菱商
事がその買付けを三菱航空機から委託され
る(12)。その主要なものは表1の通りである。機
体,エンジンともにフランス, ドイツ,イギリ
ス,そしてアメリカから買い入れていることが
知られよう。別稿で見た様に,1930年代におけ
る外国特許および製作権についてはアメリカか
らのものが大半であった。そして,研究開発に
際しては, ドイツからの技術導入の効果につい
ては,三菱においては別稿で見た様に資料的に
も明示的であったが,アメリカについては判然
とはしていなぃ(13ゝ
1930年代に増加したアメリカからの技術導
入についてはアメリカ側からの次の証言があ
る。
「1934年に処女飛行をした全金属製輸送
機 [エレクトロラ]に関する最初の注文を
同社 [ロッキード社]は日本から6月に受
けた。注文が実際には民間企業経由のもの
であったが,我々 は, まず, 日本軍部向け
と考えられると彼は記していた」(“)。
日本側の航空機に関する海外情報収集の迅速
さが窺われよう。
更に,次の評価を見られたし。
「輸出は,[ロッキード社の]このすさまし
い拡張を促進するのに与った。皮肉にも,
彼らはまた,まもなくアメリカ航空機産業
の大変化を引き起こすことになる国,つま
り, 日本の,技術的にあっぱれな腕前を前
進せじめるのに与った,少なくとも, 5つ
のノースロップあるいはダグラスの設計図
が日本の製造業者へと引き渡された。1935
年と1936年に,2つのノースロップ・5型
攻撃爆撃機が, 日本海軍による試験向けに
船積みされた。同機 は合衆国陸軍の
Gamma派生型のA17sと密接に関係 し
た。それらは,その後, 日本の代表的な軍
用機会社である中島と三菱に,技術開発用
の分析のために引き渡された。特に関心を
引いたのは,小型のノースロップ社の引き
込み式の着陸用装置,それは別のノース
ロップ製品,つまり,3Aと呼ばれる単座式
の戦闘機のために設計されたものであっ
た。3Aの原型機は墜落して失われた。しか
し,チャンス・ポート社によって製造され
表1 三菱商事への買付委託一覧
?
?
?
?
?
?
品 目
過給器付発動機
キャノンモーター付発動機
ホーネット発動機
スクレーナー発動機
ウズレー=エンポイ双発輸送機
D5/10戦闘機2機 (海軍向け納入)
JU-160型高速輸:1ム機
NA16-4型練習機 (のち海軍向け納入)
出所:『三菱商事社史 上巻」1986年,396ペーシ。
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年 企業名 (国名)
1932
1934
1935
1935
イスパノ=スイザ社 (フランス)
イスパノ=スイザ社 (フランス)
プラット=アンド=ホイットニー社
ザクセンベルク社 (ドイツ)
(アメリカ)
1935
1935
1935
1937
エアスピード社 (イギリス)
デポアチン (フランス)
ユンカース (ドイツ)
ノースアメリカン (アメリカ)
た同型機は,結局,三菱へと販売され,そ
れは,チャンス・ポートの社長によれ|ム
零,つまり,第二次世界大戦できわだった,
日本海軍のそらおそろしい戦闘機へと姿を
変えた。零の系譜は,完全には,全てアメ
リカ製とは必ずしも言えない力ヽ 明らかに,
日本のものは,近代技術の粋としての合衆
国航空機を,正当なやり方で総合したもの
ではなかった」(15)。
日本海軍によって輸入された最新型飛行機の三
菱などへの引き渡しは,当然のことながらアメ
リカの航空機に関する技術情報の日本海軍によ
る企業への提供となった。そのやり方は,製造
権の取得による研究開発という「正当なやり方」
ではなかったとしている。
もちろん,次の様な動向もあった。
「[1935年]日本当局者もまたグロスの
コートの袖口を引っ張った。三菱に対する
ライセンス価格の問題にあたっては, と彼
は12月初めにウオルカー宛に書き送って
いることには,堅実な提案は一機のサンプ
ル飛行機とともに,10万ドルで三菱に特許
を売ることであろう (当時,国内の航空会
社へのエレクトラの価格は約5万ドルで
あった)。グロスが告自するところでは販売
代理人を介した三菱との取引については多
少のやりにくさを感した。というのも,我々
はロッキードのXP-900戦闘機に関して,
既に,三菱との直接交渉関係にあったため
である。にもかかわらず,彼はロッキード
コーポレーションのためにビジネスをすす
め,そして儲けることを望んだのであっ
た」(16ゝ
いずれにしても,技術導入に関する陸海軍の
果たした役割が指摘されている。もっとも,陸
軍についていて見れば,1935(昭和10)年に伊
藤周次郎少将 (当時,航空本部技術部長)を団
長とする欧米航空視察団をドイツ,ポー ランド,
イギリス,イタリア,フランス及びアメリカの
各国に派遣している。この視察団は技術調査団
と呼ばれた様に,視察団の眼目が航空技術の調
査にあった。そのため,「航空器材若干ヲ購入ス
ルコトヲ得」たという(17ゝ
アメリカからの技術収集は,アメリカの対日
技術封鎖が始まる1939(昭和 14)年12月頃ま
で続いたのであり,その後, ドイッからの技術
導入を行うべく,1940(昭和 15)年に締結され
た日独伊三国同盟条約に基づく通商協定中の技
術協定を活用し,陸軍,海軍及び企画院による
技術導入を推進する。即ち,総額2億5千万円,
5年間にわたるクレジット(陸軍関係は35%)
を設定し,これにより特許権,図面,設備の購
入,技術者の派遣,招聘等が行われることになっ
た。これに対応して,陸軍,および海軍はそれ
ぞれ軍事視察団を派遣している(18)。以上のこと
は,陸海軍による技術情報の収集の下で,航空
機の研究開発が進められる枠組みとなるもので
あった(19)。
三.航空機生産の拡大 と生産システムの
発展
三菱における航空機生産がその規模を拡大す
るのは,技術的な水準の確保に先行していた。
「満州事変ヲ契機 トシテ積極的拡張期二入
り人員ノ増加,建物ノ増築,機体ノ増設行
ナハル」(20)。
実際,従業員数は,1931(昭和6)年の2,763
人から,1932(昭和7)年の5,332人に,機体
製造数は,67機から181機へとほぼ倍増となっ
ている(21)。さらに,陸軍機の九七式軽爆鞘 ,
九七式司令部偵察機,そして九七式重爆撃機が
名古屋学院大学論集
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「陸軍第一警議虹|として「全部完成セラレタル」
1937(昭和12)年にはi3,421人に激増し,機
体製造数は322機に増加している。更に,九六
式陸上攻撃機は, 日中戦争開始後の1937(昭和
12)年8月に,「海軍作戦上の要求として大増産
を」命令された (表2参照)。 対応して,同月,
海軍は,中島・愛知 。川西の航空機製造企業,
及び多数の材料会社を召集して,三菱重工業名
古屋航空機製作所において第1回増産会議を開
催している。同月の,第2回増産会議は,九六
式艦上戦闘機の増産を確保すべく開催されてい
る(22)。
他方,名古屋航空機製作所においては航空機
生産の拡大に対応して,同所における発動機生
産の拡張をはかるべく,1938(昭和13)年5月
に大曽根矢田発動機工場を完成させ,名古屋発
動機製作所を設立している(23)。それは,発動機
については,1936(昭和 11)年から量産型の製
造が開始されていることへの対応であったこと
が表3から知られよう。
三菱重工業名古屋航空機製作所における「多
量生産ノ第一号機」は,1939(昭和 14)年以降
に製造された九七式艦上攻撃機であり,「月産約
五機ノ割合」での製造であった(24)。とはぃぇ,
名古屋航空機製作所の機体製造数は,1939(昭
和 14)年の531,1940(昭和 15)年の520と大
きな変化を示してはいない。しかし, 日米開戦
をはさんで1941(昭和16)年の897,1942(昭
和 17)年の1,344,1943(昭和 18)年の2,004
機へと急増する(25ゝ
表4によれ|ム 1941(昭和 16)年以降におけ
る機体生産の増加に対応して,第1工作部 (海
軍向け)と第2工作部 (陸軍向け)の職工数は,
倍増となっている。しかし,研究開発を担当す
る技術部のそれは,あまり変化はしていない。
1930年代前半の,動向と対比すれは 検査課の
人員が,激増していることが特徴となっている。
それは,陸海軍のセクショナリズムの全工程ヘ
合計
表2 三菱における航空機の生産状況 (主要機種)
機種名
出所 :「三菱重工業株式会社史」1956年,621-622ペーシ。
?
?
?
?
?
?
782
636
346
50
3,834
2,436
476
437
1,703
636
1,461
1,742
488
606
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製造期間
1935 36 37 38 39 40 41 42 43 44 4541=
九六式艦上戦闘機
九六式陸上攻撃機
零式観測機
九八式陸上偵察機
零式艦上戦闘機
一式陸上攻撃機
雷電 (局地戦闘機)
九七式司令部偵察機
九七式重爆撃機
九七式軽爆撃機
九九式襲撃機
一〇〇式司令部偵察機
一〇〇式輸送機
四式重爆撃機
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表3 三菱における発動機の生産状況 (量産種目)
機種名 合計
金星 3型
明星
金星40型
瑞星10型
97式850馬力
火星10型
瑞星20型
A18
金星50型
火星20型
金星60型
A20
109
107
7,710
4,943
1,831
7,332
7,852
2,827
3,689
8,569
3,725
77
出所 :『三菱重工業株式会社史』1956年,648-650ページ。
の徹底化を示すものであった。更に,工作部に
おける工員の構成について見れば,表5から機
体工の割合のぬきん出た位置が知られる。機体
組_立工程が中心であったことが知られる。
航空機の生産方法そのものについては,まず
1942(昭和 17)年に「東條陸軍大臣は軍需生産
航空優先方針を明示し」たことに対応して,航
空機製造能力の向上をはかるべく,同年,政府
は航空関係者による「生産関係者懇談会」を開
催している。そこでは,大量生産技術の改良を
重点的にすすめるよう要望している。というの
も,当時,部品の統一は,ポルト,ナット等に
実施されているだけで,組立部品にまでは及ん
でいなかったためであった(26ヽその結果が,前
進作業方式の採用であり,下請協力工場の組織
化であった。
名古屋航空機製作所における前進作業方式の
採用については次の通りであった。
「当所第二工作部二於テハ昨年 [昭和 16
年]9月ヨリキ四六機 [100式司令部偵察
機]組立工場二於ケルエ場整理ヲ徹底的ニ
セントシ,従来ノ植込式大型治具ノ作業ヲ
多少トモ容易ニシ,併行作業ヲ可能ナル如
クシ,混然タル艤装作業内容ヲ可及的整理
シ,明瞭ナラシメ,各工程ニー機ヅツノ機
体ヲ移動式作業台二取付ケ,作業分割ヲナ
シ各作業工程二於ケル部品ノ不足ヲ的確ニ
把握シ得ル如クシ,現在ノ前進作業態勢ヲ
整ヘタリ,其ノ後逐次他機種二実施シ現在
ハ [昭和 17年]陸軍関係全機種二亘ッテ実
施シアリ,之ガ生産確保能率増進二寄与ス
ル所大ニシテ着々所期ノ成果ヲ収メツツア
リ」(27)
表2に示される様な多様な生産機種の同時的な
増産を確保するために導入されたのが,「前進作
業態勢」という生産システムの導入であった。
それは機体を移動式作業台に「取り付ける」こ
とで作業分割をするという生産方式であった。
その生産方式は,「流れ作業を初めから実施す
る為に行ったのではなく,現在より少しでも作
業を容易にして生産を挙げる為と,部品を合理
的に,又容易に集める為,詰まり部品は組立の
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表4 三菱・名古屋製作所の職工構成の推移
(単位,人)
年 月 合 計
1933年
1月
2,425
1934年
1月
5,938
合 計
1934`午
9月
6,144
合 計
1935:午
1月
6,152
1936:午
1月
6,161
合 計
19374F
ll月
12,440
19384F
l月
12,841
合 計
1938■F
ll月
16,812
1939年
1月
17,797
合 計
1939■1=
5月
19,580
1940年
1月
22,435
合 計
1941年
1月
26,006
出所 :『職工統計月報」三菱航空機株式会社名古屋製作所。「職工統計月報」三菱重工業株式会社名古屋航空機製
作所 (1934年6月以降),「工員統計月報」三菱重工業株式会社名古屋航空機製作所 (1938年10月以降),史
料館所蔵。
注 :数字は何れも月末のもの。( )は何れも設計係の数字。
発動機
小 計
機   体
検査課 材料風洞試験場 総務課
727 517 59 1,302
(52)
183 52 29
1,865
(63)
1,5571,94081 3,578 418 77
発動機 総務課
小 計
機   体
検査課 材料風洞試験場
1,844
(80)
1,7591,9661()1 3,826 405 69
検 査 課
発動機部
小 計
第 一 第 二 設計課
工作課 工作課 研究課
機 体 部 ?
?
?
? 機体係 其他
総務部
(78)
1,8231,7951,945
?
?
?
? 3,839 213 190 81
1,8421,9861,678128
(108)
3,792 219 199 104
検 査 課
発動機部
小 計
第 一 第 二 設計課
工作課 工作課 研究課
機 体 部 ?
?
?
? 機体係 其他
総務部
3,156
(151)
4,0694,063214
(177)
8,346 332 412 189
3,300
(140)
4,1714,123207
(171)
8,501 346 470 78 146
技 術 部第 一
工作部
第 二
工作部 設計課 研究課 其他 検査課 其他 総務部
7,3237,302177 81 287 1,177 188 277
8,047,460186 91 314 1,234 180 285
技 術 部 検 査 課第 一
工作部
第 二
工作部 設計課 研究課 其他 海軍 陸軍
其他 総務部
8,7028,248194 135 398 285 295677 646
8,76310,603140 142 449 795 800 400 343
技 術 部第 一
工作部
第 二
工作部 第 一設計課 設計課
第 其他
第 一
検査課 検査課
第 其他
10,0001 ,69345 78 687 940 9772,586
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表5 陸海軍別機体製造関係工員の構成
(単位,人)
海軍機体関係 陸軍機体関係
年度 19401941 19401941
機体工
塗縫工
機械工
検査工
工程工
記録工
図 工
運搬工
写真工
女 夫
速成工
6,546
485
773
845
716
208
165
553
52
322
8,769
737
1,090
1,263
887
195
175
496
68
834
6,530
969
1,100
929
1,249
216
158
423
5
409
7,297
1,013
1,318
1,168
1,626
260
55
307
48
6
724
合 計 10,66514,5141,98813,822
出所 :「工場現況報告」各年度,三菱重工業株式
会社名古屋航空機製作所,史料室所蔵。
表6 三菱重工業名古屋航空機製作所への部品供給の開始年別企業 (工場)の推移
年 合計
1937
1938
1939
1940
1941
1942
1943
1944
1945
不 明
合計
出所 :「工場調査 昭和20年10月 三菱重工業株式会社第五製作所」史料室所蔵。
注 :第五製作所は,第二工作部の一部を継承して昭和20年に設立した大府工場であり,陸軍機の製作担当。
材料には,蛇管,鋼管,鋲,鋼棒などが属する。
特殊部品には,球軸受,パッキング,ガラス,ゴム関係部品,電気部品,各種計器,ベー クライト部品な
どが属する。
板全部品には,計器板覆,タンク,胴体各部などが属する。
機械部品には,ナット,金具,脚起動器,コック類,塔載器具,弁類などが属する。
鍛鋳部品には,鍛造・鋳造部品が属する。
名古屋市内 愛知県内 県外
材料
特殊
部品
板金
部品
?
?
?
?
?
?
?
? 材料
特殊
部品
板金
部品
機械
部品
?
?
?
? 材料
特殊
部品
板金
部品
?
?
?
? 鍛鋳
部品
13
10 57
1710 21 26 11 31 57 61 54
[71] [53] [194]
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方から逆に引っ張ると云った意味で,先ず組立
工場から始めたのである」というように,部品
の供給体制そのものの変化をせまることとなっ
た(28)。この生産方式が,陸軍関係の機種全体に
及ぶものとなることでそのことは一層強められ
ていく。
この様な生産体制は,下請企業・協力工場の
組織化を不可欠としていた。名古屋航空機製作
所において,下請係 (材料課)が設置されるの
は,1937(昭和12)年であり,1939(昭和 14)
年には夕,主係、(オ 料課)と変化し, 1942(昭和
17)年には加工外注課 (材料部)として格上げ
され,同時に第一工作部(海軍関係機体製作),
第二工作部 (陸軍関係機体製作)にそれぞれ外
注係が置かれていた。1944(昭和 19)年にはい
ずれも協力工場課となっている(29)。航空機生産
における前進作業方式の採用は,下請企業や協
力工場の増加と時期的には対応しており,そこ
での部品供給の確保のためのi機構改革であった
ことが窺われる。
いま,三菱重工業名古屋航空機製作所の部品
供給企業構成に関する表6によれは 1938(昭
和 13)年から1939(昭和 14)年までと,1941(昭
和16)年から1944(昭和19)年にかけて,部
品供給企業数が激増している。前者の時期は,
球軸受などの特殊部品関係企業が目立っている
が,後者の時期では機械部品を供給する下請的
な企業が増加している。
こうした傾向は,前進作業方式それ自体の徹
底化によっていた。つまり,
「先二吾ガ三菱名古屋航空機製作所デハ
佐々木,土井,石井技師等ノ努カニ依り組
立工場二於ケルタクトシステムヲ実施シ組
立作業二於ケル流レ作業ヲ完成シタノデア
ルガ此処二残サレタ問題ハ部品ノ計画的流
レ生産デアル」(30)
すなわち,戦時下の航空機生産は部品の供給を
担当する協力・下請企業に及ぶものとして志向
され,推進されたのであった。機械部品を供給
する下請・協力工場の激増は,その一応の定着
を示すものと言えよう。その意味では, トヨタ
のかんばん方式の源流ともいえよう(31)。
四。お わ りに
戦時下の航空機生産について見れば,
1941(昭和16)年以前の生産方式は,なお試作
工場と生産工場とが分離独立されず,ただ部品
の種類ごとに工場を分類し,又工場内は種類ご
とに製作班を設ける・分業式が採用されていたと
いう。対して1941(昭和 16)年以降は,試作工
場と生産工場とは画然と分離されるようにな
り,生産工場では従来独立割拠していた各工場
を管理的に一元化し,各工場の作業を中央管理
部門が把握して計画生産を行うようになる。か
くして,1943(昭和 18)年中期以降,航空機の
組.立に前進作業方式 (タクトシステム)という
流れ作業が工場で採用されたのであった(32)。
三菱については,その航空機事業の発足当初
の1918(大正7)年に,イスパノスイザ社から,
開発設計だけでなく,「工作及設備」「鋳物木型」
「仕上組立運転」「検査及びゲージ」「調質」「鋳
物」「研磨及輪削」「雨水衣工作」というように製
造全般にわたる導入をおこなった(33)。その結
果,次のような評価を受けることとなった。
「又三菱内燃機株式会社名古屋製作所に於
いてはリミテッド,ゲー ジ,システムを採
用している。これは精巧なる機体の組成に
ついて,その機体の完全無欠を図る目的を
以て,各種部分品毎にゲージを設け,その
ゲージに全く合致せるものを合格品とし,
その合格せる部分品のみを以て機体を組み
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立てるのである。全く同様な完全な機体を
沢山製作することはゲージに合格せるもの
のみを使用しなければ出来ない。若し,不
合格品を以て色々と組み立ててゆく時は機
体は出来ても,完成品に於いて全く同一の
型は望まれない。このシステムは名古屋に
於いて唯一のものであるという」(34)
さらに, 1929(昭和4)年には, ドイツ・ユ
ンカース社からの全金属製飛行機の導入に対応
して,「ユンカース飛行機会社二於テ金属飛行機
製作法ヲ習得スルト同時二当所二於テ金属機製
作二必要ナルエ作機械 。工具 。治具 。材料等ノ
買入」を行っている(35)。その結果,「昭和6年春,
陸軍九二式重爆撃機が完成したが,これは独乙
ユンカース社より輸送機の製造権を購入,同社
設計者によって設計変更したもので,従来の本
製,鋼製飛行機と違い,軽合金製であるため,
設計及び工作に於いて斬新な所が多く,その後
の我が社軽合金飛行機設計に参考となるところ
多く,且つ独乙に於ける工作方法 (例えばタク
ト式),図面の整理,各種規格等大いに神益する
ところがあった」としている(36)。
そして,航空機生産における「多量生産」は,
戦時下の前進作業方式として,その増産の必要
から強力的にすすめられたのであった。そこで
の特徴は下請協力工場を含む生産システムとし
て志向され,定着したといえよう。この様な部
品供給の協力工場を動員した「最小在庫」によ
る「作業ノ流レ」という生産方式の情報は,
1940(昭和15)年に陸軍航空本部から名古屋航
空機製作所によせられた文書「独逸二於ケル飛
行機々体ノ多量生産二就テ (其三)昭和 15年3
月」(37)にみられるものであった。とすれ|ム ド
イツからの研究開発に関する技術導入だけでな
く,製造技術の導入の所産が多量生産であった
とも考えられよう。技術導入による研究開発と
生産システムの推進は,戦前における航空機産
業の一貫した特徴であった。
圧
(1)さしあたり,拙論「1920年代における航空機産業
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の指摘ではあるが,それに対して,堀越二郎ほか『零
戦」日本出版協同株式会社,1953年ではアメリカの
航空機の技術に,直接,範をとったことを認めては
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越二摯「力ヽ かつてアメリカのカーチス社に滞在し,
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開発と生産システム」。
10 以上,前掲「当所沿革年表 昭和15年4月」。
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いたのであるが (三菱発動機技師エイ何支術部第二工
作課長辻猛三「航空馴 多量生産技術と戦時急速
増産」「日本能率」日本能率協会,3-2,1944年, 2
ペーシ),その検討は機会をあらためねばならない。
付記 本稿の作成にあたっては,財団法人三菱
経済研究所付属三菱史料館,および三菱
重工業株式会社名古屋航空宇宙システム
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